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高齢者保健福祉施策の総合的な推進

本市は，高齢者の生活意識や社会情勢の変化を踏まえるととちに.地域t}高齢者を

取り墾く課題を自らの課題とレて捉え.自主的・主体的に取り組めるよう支援すると

いう視点を持って施策の構築や見直レを留りながら.地域社会を共!こ繕成している市

民.地域図体， NPO・ボランティア.介護保験施設等介護サービス事業者，医療機

関，企業などと共働して本市の高齢者保健福祉施策を総合的に推進レます。

-・ 4・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・旬、、、
: く各事業の事業実績仁ついて〉 ‘ • 

: 高齢者保健福祉事業〈介謙保験関連事業を除く。〉は，前計画〈高齢者プラン〉

; の始期である平成16年度から19年度までの事業実績を表記レています。

介護保験関連事業は.第3期介護保険事業計彊の始期である平成18年度から

iT9年度までの事業実績を表記しています。 ' e 
a ， 、、 e 

、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・'

1 .健康でいきいきとした豊かなシニアライフの実現

高齢期を元気で健康に生きがいを持って生活することができるよう，継続的な健康

づくりや介護予防を?並進していくとともに，地域社会の支え手の一員とレて.これま

で培ってきた豊かな経験，知識.能力を活かした就業や社会参加.ボランティア等の

地域貫献活動を支緩します。

(1 )社会参加活動への支援

①現状と標題

平成 19年度福悶市高齢者実態調査〈以下「高齢者実態調室Jという。〉による

と.高齢者の約9審Uld.健康あるいは癒気などがあってち日常生活は自立レてい
るなど概ね健康です。

一方.少子高齢化の進展により，地場コミュニティ活動の担い手の減少が懸念

されていることから，高齢者が社会の支え手の一員となることが期待されていま

す。

高齢者が高齢織を充実しだ実り多いものとするだめには.趣味・教護，文化.

スポーツ活動のみならす，自ら社会における役割を見いだし，これまで培ってき

た豊かな経験，知識，能力を活かしだ自主・自発的な社会参加活動を行うことが

重要です。
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②施策の方向性と援開

高齢者が教室主をさらに高め，文化・スポーツ.地域活動を通じて高齢期を豊か

で健康的な生活を維持できるよう支嬢に努めるととちに.自己実現への欲求や地

域社会への参加意欲を充足できるような，高齢者の社会参加のあり方について検

討していきます。

0 高齢者の自主・自発的な社会参加活動を推進するため，老人クラブ活動を支

援するとともに.福間市老人クラブ連合会が魅力ある老人クラブづくりを目指

して策定した「福岡市老人クラブ活性化プランJの推進を支援しながら，老人

クラブの活性化を推進します。

また，元気な高齢者が支援を必要とする高齢者を支える夜愛訪問などの地域

{こ密警レたボランティア活動を支援します。

老人クラブ

高齢者の社会参加を進め，その生活を健康で豊かなちのとレます.

d河話人クラブ組織〈単位老人クラブ，活動推進員，連合会〉
②日常的活動〈友愛訪問，ゲートポール夫会，クラウンド・ゴルフ

大会.高齢者護国，囲碁樗棋大会.美術展〉

③高齢者保健福祉大会・高齢者スポーツ大会

【事業実績】

| 年度 I 16 I 17 I 18 I 19 I 
|年度末会員数(人)I 60，775 I 57，137 I 52，623 I 51，023 I 

0 学習活動を通じだ仲間づくりや生きがいづくり，教養の向上を躍進するだめ，

新だな学習ニーズの把握C努めるととも!こ.参加者の孤大や多績な学習ニーズ

iこ対応できるよう.老人毅室などの各種教室や講座の充実を図ります。

さらに，新しいスポーツやレクリヱーショツなど世代間交流ができる事業の

充実!こ努めるとともに，高齢者のスポーツと健康福粧の祭典である「全国健康

福祉祭」ヘ選手を派遣するなど，高齢者の活躍の揚の提供や高齢者スポーツの

普及・振興に努めます。

老人種被センター

高齢者の各種栂談，健康増進，教護の向上，レクリエーション等の
便宜を総合的に握供します。

を湾政麓講座 ②相誠事業 ③高齢者創作講座

④老人教室 ⑤入浴サービスなど

【事業実績】

| 年度 I 16 I 17 I 18 I 19 I 
| 利用者数(人) I 423，160 I 416，506 I 422，634 I 449，626 I 
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第4~ 高能者保健領後1ll策の総合的な捻進

生きがいと健康づく

り推進事業

高齢者創作講座・

老人教室

高齢期学習挺進講座

全国鍵腹福祉祭

破老金・磁老祝昆

(一般高齢者施策)

高齢者が豊かな経験・知識・授能を活かし，生涯を健康で社会活動

ができるよう.地鼠広おいて実施します。

①各区において行うスポーツやレクリエーションなど

②高齢者パソコン教室

③区クラウンド・ゴルフ夫会

④健康づくり教室

【事業実績】

年度

参加者数(人)

高齢者の社会参加を進め，毅績の向上及び栂宣親睦を図るだめ.老

人福租tセンターや老人いこいの家などで，文化や毅費，創作に闘する
講座，教室を実施レます。

【事業実績】

年度

延ペ参加者数(人)

高齢者が生きがいを持ち.学書活動を通じて習得した知識・掠能を

活用して積極的に社会参加することができるよう.高齢期準備講座や

学習講座を開催しますa

【事業実績】

年度

参加者数(人)

講座数〈回)

スポーツ・文化・鍵療と福祉の総合的祭典への福岡市選手間の参加

費を肪成します。

【事業実績】

年度

開催県

選手数(人)

多年にわたり社会の発展!こ寄与してきだ高齢者!こ磁老の意を表し.

敏老金及び磁者祝昆を贈呈レます.

【事業実績】

年度

敬老金贈呈者数(人)

敬老按晶贈呈者数(人)I 10，830 I 115 I 146 
※平成 17年度に制度見直しを行っています。
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(2)社会参加活動の環境整備

①現状と錬題

高齢者実態調査によると，社会活動をするために.r一緒に活動する仲間Jや「活
動に関する情報Jの必要性があげられるととちi乙造所づきあいの少なさわ電顕著

となるなど.地域コミュニティとの関係の希薄さが浮き彫りになっています。

高齢者の意欲に応じた自主・自発的な地域貢献・社会参加ができるよう.環境

づくりや支媛が必要と考えられ.特に，高齢期を迎える「団塊の世代Jがスムー

ズに地域コミュニティに参画する仕組みづくりが重要です。

②結集の方向性と展開

高齢者が主体的に社会との縄わりを持つことができるよう.これまでに培って

きた経験.知識.能力を活かし.地域活動やボランティア活動に積極的に参加レ

たいという社会貢献意欲の高い高齢者の活躍の場づくりとして.活動拠点の機能

強化や関連情報の提供に努めます。

また，高齢者の意欲と地域社会のニーズをうまく組み合わせる仕組みづくりを

検討するなど，高齢者の社会貢献活動を総合的に支援する環境の充実に努めます。

高齢者間体等のレクリ工}ション等の団体活動を支援するため福

祉パスを運行レ，その構成員の社会参加の躍進を図ります。

福祉パス 【事業実績】

年度 16 17 18 19 

老人クラプ剰用数 1，181 786 723 663 

高齢者の社会重参加を擁進し，高齢者福祉の向上!こ寄与するため.

交通費の一部を駒成します。

高齢者嚢車場
【事業実績】

年度 16 17 18 19 

交付実績(人) 78，422 78，233 84，289 88，409 

※年度は乗車券の交付年度(9月1日~翌9月30日)

0 地域の高齢者に対する社会参加活動の揚として各校区に整備されている老人

いこいの家については.健康教室.介護予防をはじめ.世代間交流や子湾て受

援活動に積極的に活用し.利用促進!こ努めるととちに.将来的な機能や役割に

ついて検討レます。
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第4]陸海鈴者保健締役施策の総合的な推進

また，各区に1箇所ずつ整備している老人福祉センターについては，高齢者

の社会参加や健康増進，教欝の向上.レクリエーションの拠点機能の充実に努

めるとともに，老朽化レた施設の郊率的な更新方策を検討レます。

高齢者の毅麓の向上や相互親睦などの揚を提供します。

老人いこいの家 【事業実績】

年度 16 17 18 19 

利用者数(人) 299.416 293，084 288.976 289.440 

高齢者の各種相識，健康増進.毅費の向上，レクリ工ーシヨジ等の

活動艶点とレて機能の充実{こ努めます.

老人福誼センター
【事業実績】

年度 16 17 18 19 

設置箇所数 7 7 7 7 

0 高齢者の社会参加を促進する環境づくりとして，自ら関ls¥のあるNPO・ボ
ランティア活動やコミュニティ活動を一定期間体験することできる機会を提供

します。

また，福岡市生渡学習提供システムの活用など{こより，学習情報提供の充実

{こ努めます。

ボランティア・イン 国境の世代や高齢者が.自ら蝿I邸のあるNPO・ボランティア活動

ターンシップ事業
やコミュニティ活動を一定期間体駿することできる機会を提供し，社
会参加活動の促進を図ります。

「教えたい」高齢者と「学びだいJ高齢者を結i虫学習活動や.ポラ

ンティアを!邸棄とする学校や社会教育施設などの情報収集・提供.知

議・按術を「活かしだし¥J高齢者などとボランティア活動の混の需給

ふくおか高齢者はつ 講撃を行います。

らつ活動拠点事業
【事業実績】

年度 16 17 18 19 

| 参加者数(人) I 1.202 I 1，251 I 1，189 I 888 
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(3)就業繊会の確保

①現状と標題

高齢者実態調査によると，就業に苅する意識や包的la.収入が主たる包的の人

から，能力を活かしだい人，健康づくりや生きがいづくりまで.さまざまであり.

現在仕事をしていない高齢者についても.就業意欲カ清い傾向があります。

また，少子高齢他社会の進展により，社会の支え手が減少するなか.高齢者が

これまで培ってきた経験や知識，能力を活かして社会の支え手の一員として積極

的にその役割を果たすことが求められています。

②強策の方向性と展開

高齢者の就業let.収入を得ることのほか.生きがいづくりや社会参加を巴的と
するなど.就業ニーズが多感{ちしていることから，高齢者の意欲と能力に応じ疋

就業機会が得られるよう受援します。

。高齢者の就業を通じだ生きがいの充実や社会参加を推進するため.シルバー
人材センターに対して人的財政的に支援し，地域の日常生活に密着しだ臨時

的・短期的又は軽易な就業機会の確保ととちに.函館の世代の受け皿となる新

だな職域の拡大や自主的運営の促進を支援します。

また.就職を希望する人への求職相談や聡業紹介を行うとともに.コミュニ

ティビジネスの就業体験の機会を提供するなど，就労支援に努めます。

シルバー人材

センター

高年齢者職業抱部室

就業を遇じて高齢者の能力を活用し.高齢者の社会参加や地境の活

性化を図るだめ.t也援のB常生活!こ密着じた臨時的かつ短期的な仕事
を有償で引き受け.これを会員に握供レます。

【司E業実績】

年度

年度末会員数(人)

年間就業率(%)

就職を希望する人の求澗格設や職業紹介並びに高齢者を雇い入れ

ようとする事業主の求人相談などを行います。

【事業実績】

年度

相獄件数

就聴者数(人)
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第4~駐車E能者保健領後1ll策の総合的な捻進

コミコニティピジネ | 働く意欲のある元気高齢者を刻象に.コミュニティビジネスの基漉
|知識を学ぶととちに.実態に活動している事業者のもとで就業体験がス・インタ}ンシソ |
|できる機会を提供します。

プ体厳事業 目

(4)健康づくりの推進

①現状と課題

子どちから高齢者まで.全ての市民が住み慣れだ家庭や地域で安I~レて暮らし

ていく定めには，健康づくりが重要です。

本市では，平成 14年3月に策定レた「健康臼本21福岡市計画Jに基づき.

行政や地減.関係団体等と連携レて市民の健康づくりを挺進レていますが.平成

18年度の中間評価では.高齢者の運動・食事など改善されていない項目もありま

す。

また.平成20年度の医療制度改革により，従来の生活習慣病予防のだめの基

本健康診査が廃止され，メタボリツクシンドローム対策を中J白とした医療保険者

による「特定健診・特定保健指導Jが開始され.健診制度也大きく変わっていま

す。

今後， r団塊の世代Jカt高齢期を迎える中.元気高齢者の増加やニーズの多様化
を踏まえ.さらに「身近な地域での健康づくりJの推進を図っていく必要があり

ます。

②施策の方向性と展開

健康づくりは.市民が主体的・自主的に.楽しく・気軽に取り組めるような支

援が軍要です。

このため.地域や関係団体等と協力しながら9 r健康日本21福間市計画」に基
づくととちに，介護保険の「地域支援事業Jや「特定健診等Jとち連携レて.家

庭や地域で継続して健康づくりに取り組めるよう情報提供や環境づくりを図りま

す。

0 自主的な取り組みを推進するため.うつ病などメンタルヘルスや栄養改善，

運動など.健康づくりの重要性や方法などについて，健康づくり・介護予防の

啓発キャンペーンの実施やホームページなどの新しい媒体の活用などにより，

啓発・情報提供の充実を図ります。
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また.r身近な地域での健康づくりJの挺進のため.自治協議会や地域の老人
クラブ等と連携しながら，地域の公民館等での健康教脊〈教室〉・健康相識の充

実をはじめ，地域リーダーの育成や地域の健康づくり活動拠点の箆備等を図り

ます。

特に，誰でち気軽に取り組め，介護予防やメタポリツクシンドローム刻策に

ち妨果力省い，手軽な健康づくり運動であるウコヲーキングについて.ソフト・

ハード南面から「歩きたくなるまちづくりJの理怠の基，その振興を図ります。

「健康日本21福岡市計画Jを推進レ，健康づくり・介護予防を市
民全体の市民運動として，さらに充実させるため.普及啓発事業等を

実施します。

①市民啓発イベントの開催

②市民啓発各種パンフレットの作成・配布

鍵員長づくり・介護 ③地鼠の拠点づくりとして公民館等に健康器具等設謹

予防市民運動和推進 ④健康づくり・介護予防を推進する地鼠リーダーの育成

事業
【事業実績】

年度 19 

啓発イベント多加者数(人) 2，989 

地域拠点整備(校区) 134 
地域リタ・.育成(人) 34 

生活醤1貧窮予防，健康増進なと，健震に関する正しい知識の普及を
図る定め，公民館等において医師・保健師等が健康教育(教室)・健

康相識を実施します。

健康教育・健康相続
【事業実績】

年度 16 17 18 19 

健車教育参加者数(人) 54.342 45，663 31.806 32.368 

健康相議参加者数(人) 32，791 28，982 20，079 21，479 
※18年度から.介護保険法に基づき 65歳以上を対象に介護予防に
関する健康教育〈地域支援事業〉を実施

健康と畏著を確保するため.生活習慣痛の予陪に膏到なメタボリツ

特定健諺・特定保健
クシンドローム剤策を中I~\とした「特定健診J を行い.必要な人!こは

指導
個人の状況に応じた特定保健指導を，医療保験者の義務とレて20年
度から縄始しました。

(福岡市は医療保股者とレて.国民健康保肢の被保駿者を苅象に実施)

健務や医療の記録が記入でき，生活醤慣痛予防や健嬢増進の方法な

どを掲載した健康手帳を配布します。

震旗手帳配布
【事業実績】

年度 16 17 18 19 

配布教(冊) 10，010 13，677 13，325 15，648 
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第4~駐車E能者保健領後1ll策の総合的な捻進

(5)介穣予防の推進

①現状と標題

高齢者が生活の貨を維持・向上するためには，要介護状態等となることを予防

するとともに，要介護状態等となった揚合ち状態の軽減若レくは重度fじを防止す

るための健康づくり・介護予防の取り組みが重要です。

健康づくり・介護予防は.高齢者それぞれの状態に合わぜた取り組みが必要で.

自らのかがけや自立への意欲を喚起しながら継続して生活機能の維持・改善に取

り組むことができるよう支援体制の鰐築が求められています。

特定高齢者施策については.介護予防教室参加者の生活機能の維持・改善率は

高いものの.対象者の把握や教室参加者が少なし1ことおT課題となっています。

②施策の方向性と康問

市民と共働して健康づくり・介護予防に継続して取り組むことができる支援体

制づくりを図ります。

また，特定高齢者施策及び一般高齢者施策を一体的に縫進し.自主的・自発的

な活動をより促進し，自ら健康づくり・介護予防に取り組む高齢者が増えるよう

支鑓します。

0 特定高齢者施策については，対象者犯揮を推進レ.対象者が参加しやすい関
催方法を検討します。

(特定高齢者施策)

本人や家族からの相搬や平成20年度から実施している介護予防健

特定高齢者把握事業 診等により.特定高齢者に闘する情報を収集し.基本チ工ツクリスト

をもとに特定高齢者候補者を選定し，生活機能評価等!こより特定高齢

者を決定して介護予防を推進レます。

{特定高齢者施策)

「運動器の機能向上Jr栄聾夜警・口腔機能同上Jに関する教室を
スポーツジムや医療機関，介護サービス事業所などで実施し，易体機

能の向上を厨ります。

介護予防教室

【事業実績】

年度 18 19 

運動器の機能向上番参加者数(人) 126 251 

栄養改善・口腔機能向上参加者数(人) 37 97 
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(特定高齢者施策}

調理・洗濯・掃除などの家事について自立レた生活力Tできるよう.
ホームヘルパーが一定期間自宅を訪問レ.支援や勘言を行います.

生活支援サービス
【事業実績】

年度 18 19 

寺町用者数(人) 21 22 

(特定高齢者施策〉

閉じこもりがちな高齢者などを保健飾や運劃指導員が訪問レ，健康

づくり・介護予防や生活習慣予防等のアドバイスを行います。

訪問運動生活指導 【事業実績】

年度 18 19 

剰用者数(人)
3 。
(※388) (※361 ) 

(※)は，一般高齢者を含めた人数

。一般高齢者施策については，健康づくり・介護予防のための講座や教室を関
催するとともに，地t或で高齢者を支援する活動をレている図体や組織に，介護
予防の簡単で効果のある手法〈体操等〉の普及啓発を結うなど，市民との共働

等!こより，広く健康づくり・介護予防の推進に努めます。

まだ，特定高齢者施策終了者等を対象に継続して健康づくり・介護予防を支

援する教室を開催し，鍵歳づくり・介護予s1.jの普及啓発の強化を留るとともに，

総統して生活機能を維持する教室を実施します。

生き活きシ二?

健康福間21事業

(一般高齢者施策)

〔転倒予防教室3
保健福祉センターや公民館などで.転倒の危犠牲の高い人等を苅象

に，運動機能の悶上を目的とし疋教室を実施レます。

〔生き活き講座〕

公民館などで.運動機能向上・栄聾波書・閉じこもり予防などの講

座を.専門スタッフや講師を液濯して実施します。

〔健康教育・健藤相殺〕

保健福誼センターや公民館などで.健康づくり・介護予随や生活習

慣痛をテーマとし定講座や栂談を実施じます。

〔継続教室〕

新たに特定高齢者施策終了者等を対象!こ継続して健康づくり・介護

予防を支援する教室を開催し，普及啓発の強化を行うとともに.生活

機能を維持する教室を実施します。

【事業実績】

| 年度 I 18 I 19 
| 参加者数(人) I 53.898 I 58，789 
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第4]陸海鈴者保健締役施策の総合的な推進

(一般高齢者施策)

健議日本21福岡市計画により「市民PRの強化Jなどに取り組む
ことにより.市民の健篇づくりを雄進レます。

普及啓発事業 ①市民告発イベントの開催

(再掲) ②市民告発各種パンフレットの作成・配布

⑮也爆の拠点づくりとレて公民館等に健康器具等設置

f 健康づくり・ 「

介護予防市民 【事業実績】

運動fじ推進事 年度 19 

、業の一部
啓発イベント参加者数(人) 2，989 

d 

地域拠点整備(校区) 134 

(一般高齢者施策)

高齢者が豊かな経駿・知議・技能を活かし，生涯を健康で社会活動

力tできるよう.地鼠において実施します。

生きがいと健康づく
①各区において行うスポーツやレクリエーションなど

②高齢者パソコン教室
り推進事業 ③区クラウンド・ゴルフ末会

(再掲) ④健康づくり教室

【事業実績】

年度 16 17 18 19 

参加者数(人) 23，529 17，559 20，324 21，040 

{一般高齢者施策)

高齢者の社会参加を進め.教援の向上及び掲宣親睦を図るだめ.者

高齢者創作講鹿・ 人福租tセンターや老人いこいの家などで.文化や数獲，創作に闘する

老人教室
講座，教室を実施します。

(再掲) 【事業実績】

年度 16 17 18 19 

延ペ参加者数(人) 228，348 224，112 219，857 222，873 

{一般高齢者施鰻}

校区社協の地主翼ボランティア等の運営により.閉じこちりがちな高

齢者等を対象に機能訓練やレクリエーションを行う it5¥れあいデイサ

地滋ふれあい活動 ーピスJを実施レて.健蔵づくり・介護予防を図るととちに.生きが

支援事業
いづくりや社会参加活動を促進します。

【事業実績】

年度 16 17 18 19 

参加者数(人) 3，688 3，117 2，774 3，088 
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地域介護予防活動

支援事業

(再掲)

f 健藤づくり・

介護予防市民

運動化推進

、事業の一部 J 

(一般高齢者施策)

〔啓発強化事業〕

新た!こ，地域で高齢者を支緩する活動をしていただける人を対象

仁.簡単で弼果のある体操等の普及告発を行い.広〈鍵療づくり・介

護予賠を推進レます。

〔充実強化事業〕

健旗日本21福岡市計画に定める，地鼠での自主的な活動の強化の
ため，健蔵づくり・介護予防リーダ}育成事業などに取り組むことに

より市民の健康づくりを推進します。

①育成 ②登録 ③活動吏援及びフコォローアップ研修会

【事業実績】

| 年度
| 地域り・ゲ耐育成(人)

19 

34 

地域支援事業における介趨予防事業の取り組み j 

H18年度-H20年度

【介護給付】
【予防給付】

{一般高齢者施策】の推進
O転倒予防教室
O~長考活き講Eを 等

元気な高富患者

〔特定高齢者指貸の推進〕

①平成18年度特定高齢者施策の創設iこ伴
い.施策の鮭進を強{じレてきだが，対象者の
把握が少ない，把握しても本人が希望レない
などで.施策参加者が見込値を大幅広下回つ
だ.施策多加者は.8割以上が生活機能の維
持・改善をレており，施策の妨果が上がって
いる。
@従来より実施しているー盤高齢者施簡は，
見込憶を上回り.多くの高齢者の参加を得
た。 3回以上の教室については，体力の維
持・法曹がみられるなど.始栗が上がってい
る。

媛
値
幅
者

支
介
定

要
安
窓

H21年度-H23年度

【介護給付】
【予防給付】 高

齢
者
の
状
況
に
応
じ
た
健
康

づ
く
り
・
介
護
予
防
事
業
の
強
化

【特定高齢者施策】

0転傷予防教室
..... 

O(械)継続的な腿宮
面合
唱E

O生き活き謙虚 慮

。(新潟)住民と共働した g
健康づくり〈答発強化等)

。
【特定高齢者擁策・一般高齢者蹄策の一体的推進〕

①特定高齢者施策lo.継続レて実施する。
②一般高齢者施策のなかで.生活機能が鑑下して
いる高齢者が参加でき，継続レて健康づくり・介
護予防事業に取り組むことができるための事業を
創設する。
③一般高齢者施策の内容を整理し.市民と共働し
て健康づくり ・介護予防を広く実践していくこと
ができる環境を聾える.

→自ら健康づくりに取り組む高齢者が増える!
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第4~陵高齢者保健福祉漉祭の総合的な機進

、、
2.要援護高齢者の総合支援の充実

要援護高齢者が自らサ}ピスを選択し，安かして利用できるよう，必要とする支

緩や介護の状態に応じだ利用者本信のサービスを提供レて，生活機能の維持・向上

を積極的に留り.住み慣れた地協でできるだけ自立レだ生活を送られるよう支援す

るとともに.権利擁護の取り組みを推進します。

また，認知症高齢者がその人らレさを尊重され.安I~して在宅生活を継続できる

よう.医療と保健，介護，地域が連機して支援体制を構築するとともに，認知症に

対する知識の普及密発を図ります。

( 1 )在宅生活支援の充実

①現状と課題

高齢者が住み慣れだ地舗で安Is'レて自立しだ生活を送ることができるよう，地
減における基本的な生活を確保するための支援や安Is'の確保を図っていくことが
求められています。

受緩や介護を要する状態!となっても，適切な保健・福祉・介護サービスを利用

しながら安似して生活を続けられるよう，在宅サービスの提供が求められるとと

もに，介護している家族等への在宅サービスの充実が必蓑です。

②織策の方向性と展開

きめ細かなサービスの充実を図り，高齢者が住み慣れ疋地域や家庭で生活を続

けられるよう，在宅での自立支援や介護者の負担軽減を推進します。

。日常生活用異の給けやおむつ代の創成などiこより，高齢者や介護者の負担を
軽減レ，在宅生活の継続を支援します。

食の自立や安否確認を自的として実施している「配食サービスJIこついては，

妨率的な事業運営の観点から配送方法等の見直しを検討レます。

また，高齢者の生活の安Js¥確保や安否確認を目的とした「緊急通報システムJ

と「声の訪問」については，より刻果的で知率的な事業運営を図ります。
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一人事らレ高齢者や寝だきり高齢者がいる世帯!こ苅レ，火災警報

機.自動消火器，電磁調理器の3呂田を，所得に応じて給伺レます.

日常生活用具 【事業実績】

|品) I ;0
6
0 Iふ |品|ぷ|

在宅の寝疋きり高齢者におむつ代の創成を行うこと!こより.介護負

担を軽減レ保健衛生の向上を函ります。

おむつサービス 【事業実績】

食の自立支鑓・配食

年度 16 I 17 I 18 I 19 

年度末利用者数(人)I 1.301 I 1，410 I 1，435 I 1，703 

要介護高齢者等仁対し.配食サービスや食事混供関連サービスを計

画的につなげて食の自立を図るとともに，安否の確認を行います.

【事業実績】
サービス 年度 16 I 17 I 18 I 19 

緊急通報システム

利用者数(人) I 1，010 1 1，420 1 1，203 I 970 

単皐等高齢者!こ遇報装置を貸与し.高齢者の急病等の緊急時!こ協力

員や訪問介護員〈ホームヘルパー〉がかけつけ，又は毅急車の要請を

行います.

【事業実績】

年度 16 I 17 I 18 I 19 

年度末畳録者数(人)I 4，787 I 4.889 I 4.888 I 4，844 

単身高齢者に定期的に電話し，栂設相手となって安否確穏や健康状

態を把握するととちに.必要な各種サービスの情報を提供します@

声の訪問 【事業実績】

年度 16 I 17 I 18 I 19 

年度末登録者数(人)I 822 I 730 I 674 I 593 

E霊弱高齢者などの家旗の不在等により在宅生活!こ支障をきたす揚

生
~=手x援 合，ショートステイにより在宅生活を支援します.
iO.x ショート
スーイ 【事業実績】

ア |年齢LL{人)I ~ : I ~ ~ I 168 I 159 I 
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第4~駐車E信者保健篠祉施策の総合的な推進

特別養護老人ホーム入所中の蓑支援又は非該当の人.または長期入

院中で退院可能だが受け入れ先のない人!こ，介護支援，住居及び地域

住民との交流を総合的に提供します。

生活支援ハつス 【事業実績】

年度 16 17 18 19 
定員 30 30 30 30 

年度末利用者数(人) 20 25 23 26 

寝具の乾燥消毒及び丸洗いを行うこと!こより.介護者の介護負担の

軽減や保健衛生の向上を図ります。
寝具洗濯乾燥消毒

サーピス 【事業実績】

| 年度末品数(人~ 16 17 18 19 

77 89 81 64 

寝台車などの特獄車両による移艶費用の一部を悶成レ.高齢者の在

宅生活支援.介護者の負担軽減を図ります。

移送サービス 【事業実績】

| 年度末品数(人~ 16 17 18 19 

64 70 72 72 

介護者の入院などで介護保践の娘度B鍛を超えるショートステイ
が必要な揚合に.その費用を飽成し介護者の負担軽減を図り在宅生活

あんしんショー卜
を支援します.

ステイ 【事業実績】

年度 16 17 18 19 

年度末登録者数(人) 1，373 1，448 1，568 1.730 

家族介護者!こ対し，相亙受療の機会を提供し.介護技術の習得や111¥

皐のリフレッシュを圏ります。

家族介護者のつどい
【事業実績】

年度 16 17 18 19 
番参加者数(人) 62 53 57 54 
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。要支援高齢者〈要支援 1 ・ 2) に苅レてf~. 地域包括支援センターが一貫性・

連続性のある介護予防ケ?マネジメントを行い，要支援状態の維持・政善を支

援します。

まだ，要介護高齢者〈要介護1......5)に対レては，居宅介護支援事業所がケ
アマネジメントを行い，生活機能の維持・政善を図り，在宅での自立を支援し

ます。

介護サービスやインフコ章一マルサービスの内容を本人.家族等と相

搬レて.ザーピスを適切に利用できるように介護ザーピス計画を作成

レます。
居宅介護支援・

{事業実績】
介護予防支援

年度 18 19 

〈介護〉人/月 17，843 14，612 

(予防〉人/月 3.886 6，994 

ホームヘルパーが自宅を訪問し，禽事や家事の援創を行います.

訪問介護・ 【事業実績}

介護予賠訪問介護 年度 18 19 

〈介護)時間/月 183，080 152，952 

〈予防〉人/月 2，601 4，689 

入浴車等で自宅を訪問し， j谷信を提供して入浴の介護を行います。

訪問入浴介護・
【事業実績】

介護予防訪問入浴介
年度 18 19 

謹 〈介護〉図/月 1，693 1，616 

〈予防〉困/月 一 一

看護師が自宅を訪問し.療援上の世話や診蟻の補闘を行います。

訪問看護・ 【事業実績】

介護予防訪問看護 年度 18 19 

〈介護〉関/月 13，108 12，647 

〈予防〉回/月 516 1，050 

理学療法士や作業療法士.言語蹄覚士が自宅を訪問し，リハビリテ
訪問リハビリテーシ ーションを行います。

ヨン・ 【事業実績】

介護予防訪問リハピ 年度 18 19 

リテーション
〈介護〉囲/月 1，553 2，450 

〈予防〉回/月 97 201 
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第4~駐車E能者保健領後1ll策の総合的な捻進

医師，歯科医師，薬剤師，管理栄養士等が自宅を訪閉じ，療費上の

居宅療費管理指導・ 管理や指導を行います.

介護予防居宅蟻費管 【事業実績】

年度 18 19 
理指導

(介護〉人/月 2.641 2.846 

〈予防〉人/月 116 240 

デイサービスセンターなどで入浴や食事の提供，機能訓練等を回帰

りで行います。
通所介護・ 【事業実績】

介護予防適所介護 年度 18 19 

(介護〉回/月 59，342 60，027 

(予防〉人/月 1，029 2，072 

適所リハピリテーシ
介護老人保健施設や医療機縄等でリハビリァーションを日帰りで

行います.

ヨン・ 【事業実績】

介護予防適所リハピ 年度 18 19 

リテーション
〈介護〉園/月 35，239 33，948 

〈予防〉人/月 441 805 

特別種護老人ホームや老人短期入所施設に短期間入所し.入浴.誹

短期入所生活介護・
ぜつ及び食事等の介護その他日常生活上の世話と機能訓練を行いま

す.

介護予防短期入所生 【事業実績】

活介護 年度 18 19 

〈介護〉日/月 11，900 13.548 

〈予防〉日/月 113 223 

介護者人保健施設や介護療護型医療施設等!こ短期入所し.看護.医

短期入所療費介護・
学的管理下の介護と機能訓練等の必要な医療とB常生活上の世話を
行います。

介護予防短期入所療 【事業実績】

費介護 年度 18 19 

〈介護〉日/月 1，545 1，543 

〈予防〉日/月 14 17 

車いすや特殊寝台〈介護ベッド〉等の福祉用具を貸し出します。

福祉用具貸与・
【事業実績】

介護予防福祉用異鑓 年度 18 19 
与 〈介纏〉人/月 6.871 5，855 

〈予防〉人/月 493 907 
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入浴や排せつなどに使用する福粧用具を購入した場合に費用を支

特定福粒用具販売・ 給します.

特定介護予防福粧用
【事業実績】

年度 18 19 
具販売 〈介護〉件/年 3，168 2，893 

〈予防)件/年 816 1，419 

手すりの取り柑け，段差の解消などの工事等!こ己主修費を支給しま
す。

住宅捜修・ {事業実績】

介護予防住宕改修 年度 18 19 
〈介護〉件/年 2，604 2，087 
〈予防〉件/年 828 1，383 

有料老人ホーム等に入居している要支纏・要介護者に，日常生活上

の支援や介護を握供します.
特定施設入居者生活

介護 【事業実績】

年度 18 
人/月 1.716 

。介護保践の地鼠密着型サービスについては.r小規模多機能型居宅介護Jの各
日常生活圏減に1事業所の整備や「夜間対応型訪問介護Jの指定事業者による

早期のサービス開始を図るなど，今後熔加が見込まれる認知症高齢者や申重度

の要介護高齢者〈要介護2'"要介護5)の在宅生活を支えるサービスの適切な

基盤整備に努めます。

「通い」を中山に，利用者の状態や希望に応じて.r訪問」や n白
小規模多様能型居宅 まり」のサービスを組み合わぜて提供します。

介護・
【事業実績】

介護予防小規模多機 年度 18 19 

能型居宅介護 〈介護〉人/月 47 85 
〈予防〉人/月 3 8 
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第4~ 高能者保健領後1ll策の総合的な捻進

認知症の人がデイザーピスセンタ}などに通い，入浴，食事などの
認知症対応型遇所介 介護や機能訓練などを行います。

議-
【事業実績】

介護予防認知症対応 年度 18 19 

型通所介護 〈介護〉回/月 3.200 3.540 
〈予防〉由/月 14 22 

24時間安邸レて生活できるよう.定期巡回と遇報による随時対応
を組み合わせて夜間の訪問介護を行います。

夜間対応型訪問介護 【事業実績】

年度 18 19 

人/月 一 一

(2)施設・居住系サービスの充実

①現状と課題

在宅での生活が濁難な高齢者に対して，身体・生活状況に応じだ適切な施設・

居住系サービスが提供されることが重要であり.計画自穣量の達成に向けて計画

的な施設整備の推進が求められています。

また.医療制度改革に伴う療養癒床の介護療養型老人保健施訟等への転換につ

いては.今後の事業者の動向に留意しだ適切な対応が求められています。

今後溜加すると見込まれている認知症高齢者については.認知症対応型共同生

活介護の基盤整備により，引き続き住み慣れだ地域で生活が可能となりますが.

日常生活圏減ごとの施設配置の偏在が発生しないような計画的な整備が求められ

ています。

一方.養護老人ホーム等の老人福祉施設については.民間事業者による高齢者

関連施設等の整備も急速に進められています。

②施策の方向性と展開

介護保践事業計画などに基づき，在宅での生活が困難な高齢者に対して.適切

な施設・居住系サ}ピスを提供します。

日常生活題協と地域包括支援センターの趨域を同ーとすることで，地獄密着型

サービス事業者と地域包活支援センターとの連携を促進レ，高齢者のニーズや状

態の変化に応じて必要なサービスが提供される体制の充実を図るととちに.利用

者が状態!こ応じた適切な施設を選択できるよう，情報の提供に努めます。
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。介護保険の施設・居住系サービスについては，国が示レた参酌標準!こ基づき
目標値を設定レますが，ニーズが高い介護老人福祉施設については.適正配置

と誕の確保に努めるととちに.要介護認定者の増加に配慮しながら鐙備を挺進

します。

また，療養病床の結換については.対象施設の入所蓄の動向に合わぜて遇切

に苅応します。

介護老人福祉施設
常時介護が必要で居宅での生活が国難な入所者!こ.日常生活の支援

や介護を提供します。

〈特別麓護老人 【事業実績】

ホーム〉 年度 18 
|3;:3| 人/月 3，143 

状態が安定レている高齢者が在宅復帰できるよう，医学的管理のち

と介護，看護，医療を握供するとともに，リハピリテーションを中山

介護老人保健施設 としたケ?を行います.

【事業実績】

年度 18 

|235| 人/月 2.442 

長期の療護を必要とする人に刻して，医学的な管理のちとで介護や

機能訓練，その他!邸要な医療サービスを提供レます。

介護療費型匿療施設
【事業実績】

年度 18 
人/月 1，372 

0 今後摺加が晃込まれる認知症高齢者に対レては.8常生活箇域における適正
配置に留意レながら認知症対応型共同生活介護〈グループホーム〉の整備を推

進し，引き続き住み慣れた地践で生活力Tできるよう支援レます。

認知症のため介護を必要とする人に対レて.共同生活の中で生活介
認知症対応型共同生 |護を行います。

活介護・

介護予防認知症対応

型共同生活介護
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【事業実績】

| 年度 I 18 I 19 I 
| 〈介護〉人/月 I1.139 I 1，193 I 
I (予防〉人/月 I 2 I 2 I 



第4~陵高働者保健編祉施策の総合的な後進

地域密着型特定施設

入居者生活介護

定員が29人以下の介護専用型特定施設で.日常生活上の世話.
機能訓練.療費上の世話などを提供レます。

【事業実績】

| 年度
|人/月

18 

2 

19 

10 

。養護老人ホームや軽費者人ホーム等については，民間事業者により有料老人
ホームや高齢者専用住宅等の整備が急速に進められており，今後の高齢者関連

施設の状況を踏まえ，現状の定員を維持レます。

なお.市立松溝圏については，施設整備及び運営のあり方について様討しま

す。

養護老人ホーム

環携上の理由及び経済的な理由により居宅での叢護を受けること

が困難な高齢者が，生活の場として入所し.生活全般に関わるサービ

スを受けられる施設で.現状の定員を維持します。

【事業実績】

| 年度
|入所定員(人〉

16 
367 

17 
367 

18 

367 

19 
367 

(3)介護サービスの貨の確保・向上

①現状と課題

高齢者の自立を受援するために適切な介護サービスが提供されるだめには.介

護支援専門員や介護サービス事業者の役割が特!こ重要となっています。

また.今後見込まれる認知症高齢者の増加を踏まえ.認知症の状態などに応じ

だ適切なサービスや質の確保が求められており.介護サービス従事者の介護授術

や資質の向上への取り組みが重要となっています。

介護サービスの質を向上する定めには，鑓供されるサービスについて事業者が

自己評価をするとも!こ利用者からの評価や第三者による評価など.多面的な総合

評価が必要です。
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②施策の方向性と展開

高齢者や家族の状況に応じ疋きめ細かな質の高い介護サービスを総合的・一体

的に利用者本位で提供するだめ，高度に専門性を有する人材の育成や資質の向上

のだめの支濯を充実させるととちに，利用レやすい介護サービス情報の提供に努

めます。

。介護支援専門員が適切にケアマネジメント機能を果たし介護サービス計画の
貨の向上が図れるよう.研修の充実や穣湿的な情報提供を行うととちに.地域

包括支援センターを増設し.処遇函難事例の指導・助言やネットワークづくり

など介護支援専門員を支援する機能の強化を図ります。

介護麦援専門員研修

介護支援専門員仁対し，介護サービス計画の質の向上が図れるよ

う，介護支援専門員ネットワークづくり事業の中での事例検討会・研

修会を実施レます。

【事業実績】

| 年度 I 18 I 19 I 
| 研修実施関数 I 93 I 81 I 
|研修参加者数(人)I 2，808 I 2，105 I 

。介護保険事業者へ研修機会の確保のための支援を行うととも!こ，認知症高齢
者!と対する介護サ}ピスの充実を図るため，高齢者介護実務者及び事業所管理

者など!こ苅する研修を充実します。

介護保院事業者研修

介護保験事業者!こ対し.利用者本位で，かつ質の高い介護サーピヌ

を安定的に提供するための研修を実施じます。

①ケアマネジメント研修

②介護技術レベルアップ研修

③テーマ別研修

@権利擁護研修

⑤福世間異・住宅改修事業研修

【事業実績】

| 年度 I 18 I 19 I 
| 研修実施回数 I 22 I 21 I 
|研穆参加者数(人)I '，645 I 1，593 I 
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第4~駐車E能者保健領後1ll策の総合的な捻進

高齢者介護実務者に対レ，実践的研修を実施するとともに.事業所

管理者に河レ.適切なサービス提供のための研修を実施します。

①実践者研修

②実践リーダー研修

③謂知症対臨型サービス事業開設者研修

認知症介護実践者等I@招知症対臨型サービス事業管理者研修
研修 | ⑤小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修

【事業実績】

| 年度 I 18 I 19 I 
| 研修実施回数 I 9 I 9 I 
|研修多加者数(人)I 317 I 281 I 

。介護サービス事業所.利用者.第三者評価機関の視点から介護サービスの質
を総合的に評価する「福岡市介護サービス評価システムJにより，引き続きサ

ービスの策の向上と市民への情報毘供に努めるととちに.獄果的なシステム運

用方策を横討します。

本市独自の介護サービス評価システムにより.介護サービス事業所

の第三者評価を行い，介護サービスの質の向上と利用者の事業所選択

介護サービス評価 !こ資する情報の提供に努めます。

事業
【事業実績】

18 19 

391 458 

ふれあい栂説賓が施設などを訪問し.利用者の諮を聞いだり相識に

応じることで利用者の不安や疑問を解消するとともに.利用者の声を

活かして施設側と意見交換するなど.介護サービスの質の向よを留り

ふれあい椙談員
ます。

【事業実績】

年度 18 19 

ふれあい相談員数(人) 13 14 

訪問施設数 28 28 
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。介護サービス事業者への指導監査については，利用者の自立支援及び尊厳の
保持を怠頭におき，制度管理の適正{むとよりよいケアの実現に向けて実施しま

す。

事業者への指導監査

利用者の自立支援及び尊厳の保持を怠蹟において，介護サービス事

業者等の支援を基本とし，介護給的等刻象サービスの質の縫保及び保

践給惜の適正化を図ることを目的として.指導監査を実施します.

【事業実績】

| 年度 I 18 I 19 I 
|集団指導事業者数 I 141 I 149 I 
|実地指導事業者数 I 154 I 163 I 

(4)認知症高齢者支援体制の充実

①現状と課題

今後.高齢者人口の{申びを上回って 75歳以上の後期高齢者が増加すると見込

まれていることから，本市の要介護認定者の約5割を占める認知症高齢者ち溜加
すると予想され.認知症高腕者{こ対する支援がこれまで以上!こ求められています。

認知症高齢者が住み慣れだ地援で安I白レて生活を続けていくことわTできるよう

にするためには.早期段階!こおける診断と原図や状態に応じだ適切な治療.認知

症に関する正レい知識と理解に基づいだ本人や家族への適切で質の高いサービス

や支援が必要で.医療と保健.介護.地域の栂互連携による総合的かつ継続的な

支援体制を確立することが重要です。

②施策の方向性と展開

認知症高齢者等が住み慣れた地域で安I~レて尊厳を保ちながら生活することが

できるよう，医療と保健.介護.地獄が紹互に密接に遠浅レながら地域全体で認

知症高齢者等やその家族を支援するネットワークを.保健福祉センターを申I~Aと

して関係機関・団体と連携しながら構築するとともに，認知症研修の充実や適切

な福祉・介護サービスを鑓供するなど.認知症施策の総合的・継続的な挺進に努

めます@
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第4~ 高能者保健領後1ll策の総合的な捻進

俳個のある認知症高齢者を地誠等とのネットワークを活用い早期

に発見・保護できるよう努めます。

俳個高齢者SOS
①登録制度 ②俳f園高齢者SOSネットワ}ク会議
③一時保護事業 ④GPS捜索システム

ネットワーク事業
【事業実績】

|年度末品数(人~ 16 17 18 19 

378 428 386 470 

家族が介護疲れ等で体患が必要な時間帯に.ボランティアが居宅を

訪問レ，認知症高齢者の見守りゃ話し相手.趣味の手伝いを行い，家

族介護者のリフレッシコを図ります.

認知症高齢者家族 ①支援員叢成事業 ②支援員派遣事業

やすらぎ支鍍事業 【事業実績】

年度 16 17 18 19 

利用家族数(世帯) 5 5 11 17 

総利用数(回) 42 100 173 327 

o r認知症サポート医」の霞成や「かかりつけ医Jへの研修を推進して早期発
見・早期治療体制の整備を図るととちに，医療と保健，介護，地域の連第を推

進するため，認知症疾患、医療センターの整備や" r認知症サポート医Jとの逮溌
を留りながら認知症高齢者や若年性認知症者の情報提供や認知症ケアに関する

専門的栂談等を行う「認知症連携担当者Jの配置を検討レます。

認知症総合対策

支援事業

「かかりつけ医Jへの助言や専門震療機関との連携を推進する「サ

ポート震」を麓成し底嬢と介護が一体となった支援体制を構築しま

す。

①1認知症サポート産費成 ②かかりつけ医への研修
③紹知症の普及啓発

{事業実績】

| 年度 | 
| サポート医薬成(人) I 
|かかりつけ医研修(人)I ;口

地践における認知症疾患の保健医療水準の向上を図るため.認知症

疾患医療センターの設置を様討レ，保健医療・介護機関等との連携を

図ります。

①専門医療機関機能 ②地協連携の機能
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。認知症高齢者や若年性認知疲蓄を地域で見守り・支援する連携体制づくりを
挺進する「認知症キャラパン・メイトJを認知症の専門研修修了蓄や介護サー

ビス従事者等を対象に養成するととちに.欝成されたメイトが講師役となって，

認知症高齢者等や家族への声かけ・見守りなどを行う「認知症サポーターJの

賛成を市民・企業等ヘ行い，市民への認知症に対する正レい知識の普及啓発や

地域包括支援センターと地減のつながりをこれまで以上に強{じい相秘機能の

充実や地域での見守り機能の強化を図ります。

また，若年性認知症については.市民への正レい知識の普及や新たな介護サ

ービス事業者への研修.精神保健福祉センターでの精神保健相訟の実施により

適切なケアの普及を図るとともに.若年性認知症に関する施策のあり方を検討

します。

認知症サボーター

聾成事業

認知症サポーター(応援者}を蓑成レ，地域住民と共働することで.

認知症になってち安I~して暮らせる地減づくりを展開します。
①認知症キャラバン・メイト護成研修
②認知症サポーター養成講座

福岡市認知症高齢者等支援体制 l 

:認知症疾愈医療センタ.
: (専門医療機関) : 
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第4.~高鈴者保健編祉施策の総合的な推進
(5)権利篠躍の推進

①現状と錬題

虐待などの権利侵害については，予防，相談，発見から保護.支援までを一連

で対応する支援体制jが求められています。

特に，介護保験制度では.利用者と介護サービス事業者との契約によって，利

用者がサービスを自ら選択できることになっており，認知症高齢者など判断能力

が十分でない要援護高齢者が適切なサービスを受けることができるよう，自己選

択・自己決定の支援が重要となっています。

②施策の方向性と展開

高齢者が住み慣れた家庭や地減で安I~\ レて尊厳を保ちながら生活することお電で

きるよう，高齢者の財産を守り，権利の行使を確保し，また，権利の侵害に対レ

ては保護・支援を含めた権利擁護の総合的な取り組みを推進します。

0 判断能力が+分でない蓑媛護高齢者等の権利を擁護するため，日常生活自立受
援事業などにより，福祉サービスの利用手続きや日常的な金銭の支払いなどを支

援します。

また，身寄りがない認知症高齢者が成年後見人等による支援を受けることカTで

きるよう市長申立による支援を行うととちに.関係機関・団体との連携を強化レ.

成年後見制度の広報・普及を留ります。

さらに，成年後見制度等の栂談から利用に至るまでの支援や手続きが円滑iこ行

われるよう，相談窓口体制の充実・強化など.相談・支援体制のあり方について

横討レます。

日常生活自立支援

事業

判断能力の倍下しだ高齢者や障がい者等の地域での生活を支撮し

ます。

①福誼サービスの利用援問

②日常的金銭管理

③書類などの預かりサービス

【事業実績】

| 年度 I 16 
|年度末契約者数(人)I 111 
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成年後見制度利用

支援事業

成年後見制度普及のための広報活動を行うととも!こ.身寄りのない

認知症高齢者が成年後見人等による支援を受けることができるよう.

市長が後見開始等の申立を行うととも{乙必要な場合.申立費用及び

後見人等報酬の助成を行います。

①普及啓発事業 ②後見開始等の市長申立

③後見人報酬等駒成事業

【事業実績】

| 年度
| 利用者数(人)

16 

2 

17 
2 

18 19 

5 

0 皐体的虐待などの権利侵害に苅して，地域包括支援センターを中山とした相鎖

や見守りをはじめ.困難事例等については，区単位での保健・医療・福祉・法曹

等関係機関との「虐待防止ネットワークJを活用して対応します。

また， r高齢者虐待防止連絡協議会Jにおいて，関係機関とのネットワークの
機能強化を図るとともに，専門的かつ適切な対応による保護・支援ができるよう，

情報交換や事例検証等を行います。

皐体的虐待などの権利侵害!こ刻して.r高齢者虐待防止連絡協議会」
を開催することにより.関係機関とのネットワークの機能強化を図る

ととちに.専門的かつ適切な対応による支躍ができるよう.情報交換

や事例桟鉦等を実施します。

虐待筒比 | まだ，高齢者の権利侵害を防ぐため，権利擁護について.市政だよ
ネットワーク事業 |りや「ハートフルフェスタ福岡」での啓発をはじめ.広報訪等を活用

した情報提供を行うなど，市民への普及・啓発に努めるととちに.N
PO団体への支援や介護サービス事業者等に刻する研修等を実施し
ます。

①高齢者虐待防止連絡協議会 ②緊急一時保護 ③研修

0 介護保険施設等における皐体拘束の廃止に向けて.施設への個別指導の{也県

や関係団体と連携して啓発・指導を行うとともに，介護保険事業所職員や施設職

員を対象とレた権利擁護研修を実施します。

介護保険事業者研修

〈権利擁護研穆〉

〈再掲〉

介護サービス事業者の資質・按術向上のため.成年後見制度や虐待

目防i上法.易体拘束鰭立に向けた取り組み等について研修を行います。

【事業実績】

| 年度 I 18 I 19 I 
| 研修実施回数 I 6 I 6 I 
|研修参加者数(人)I 492 I 546 I 
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第4~ 高能者保健領後1ll策の総合的な捻進

、、
3.地繊生活支媛体制の充実

住み慣れた地域で，健やかで安J~'レて暮らぜるよう，高齢者や家族，地域におけ

る身近な総合相鋭機能の充実を縫進するとともに，支緩を必要とする高齢者やその

家族を地域で支えるネットワーク体制の構築を函ります。

(1 )総合相談樋能の充実

①現状と課題

地域で生活する高齢者は緩々な課題を抱えていることから，身近で気軽に棺き実

力Tできる総合相談機能が必要です。

現在，高齢者の保健・医療の向上及び福祉の溜進を包括的に支援するだめ，地

域包活支援センターを 28箇所設置し.保健師.社会福祉士.主任ケアマネジャ

ーの専門スタッフを配置して.それぞれの専門性を活かし連携しながら，総合格

談をはじめ.権利擁護や介護予防ケアマネジメントのほかケアマネジャーへの支

援などを行っていますが.高齢者やその家族への局知方向課題となっています。

②施策の方向性と展開

地獄包括受援センターの利便性の向上を図り，相設機能や地域でのネットワー

ク機能の強化に努めます。

また，高齢者iこ関する活律相談や在宅介護に関する栂談などの専門相殺機能の

充実に努めます。

0 平成21年度に28センターから39センターに増設するとともに.平成20
年度に決定されだ地域包括支援センターの愛称〈いきいきセンターふくおか〉

の普及を関りながら，同センター力T高齢者や家族.地域におけるより身近な総

合相談窓口であることの周知を図ります。

まだ.地域包括受緩センターの増設に伴い.各区役所が地域包活受援センタ

ーにおける処遇困難事倒などを積極的に支緩することにより，支援体制の充

実・強化を図り.同センターの円滑な運営を確保します。

地域包括支援

センター事業

高齢者が住み慣れ定地場で.安I~レてその人らしく暮らし続けるこ
とわTできるよう.施設を増設し栂麟機能の強{むを図るとともに.健康
や福租L介護に関する相談を受けたり，その人の身体状況に最も遜レ
だアドパイスを行うなど.高齢者が自立レだ生活を続けることができ

るよう支援レます。

【事業実績】

| 年度
| 設置数(箇所)
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。法律相綴や認知症介護に関する悩みなどの相識に応じる福祉相獄事業や.福
祉用具や住宅政造などを宅介護に関する相談に応じる介護実習普及センターな

ど相識機能の充実に努めます。

高齢者及びその家族等の法律相識や認知症介護!こ関する悩み等の

掲載に応じることにより，福祉の増進を図ります。

福祉相談事業
【事業実績】

年度 18 19 

高齢者法律相説(件) 206 227 

認知症介護相識(件) 73 41 

介護知識，介護技術の普及を図るととも!乙福祉問異の展m-相識
体制を整備し.福祉用具の普及を図ります。

また，介護専門者研修や出荷講座を実施レます。

介護実習普及 ①介護講盛の開催 ②福祉用異の展示・相談

センター
③庸報の収集・提供

【事業実績】

年度 16 17 18 19 

年間利用者数(人) 36，553 38，575 34，243 33，231 

(2)地減ネットワーク体制の構築

①現状と課題

高齢者が支援や介護が必要な状態になっても，住み慣れた家庭や地域で安I~し

て暮らせるようになるだめには，地域住民や保健・医療・福祉・介護等の関係機

関，団体などの連携による見守りゃ支援が必要となっています。

また，災き時には，行政による毅問活動とあわせて，地域住民による毅出・毅

護・避難誘導等の自主的な活動が期待されています。

レかい少子高齢{むの急速な進展や人口構造の変化に伴い，一人暮らし高齢者

や高齢夫婦世宇野の増加など，家庭や地域の高齢者を支える機能や活力が値下して

おり，また.地域における見守り・支援活動等の活動の娃進役である民生委員・

児童委員の負担がますます鑓穴しています。

53 



第4~駐車E能者保健領後1ll策の総合的な捻進

②施策の方向性と展開

地域で生活する高齢者やその家族をはじめ，認知症高齢者や社会から孤立した

一人暮らし高齢者に対する見守りゃ支援を行うととちに.災害時要援護者への苅

応や高齢者の犯罪被害や消費者トラブルの防止などに取り組むため，地域と保

健 e医療・福祉・介護等の関係機関.団体が相互に連携レ疋総合的な支援体制の

構築を図ります。

消費者題発地獄支援

事業

公民館や自治協議会，老人クラブ.社会福祉協議会などを対象に，

悪質商涼をテーマとした出前講座を開催するとともに，皐近な地域に

おいて高齢者に悪質商法の手口や対処法を伝達する「ご近所ポランテ

ィアJの膏成を行います。
①高齢者・高齢者周辺対象消費者教育出前講座

②「悪質商法にNO!ご短所ボラシティアJ膏成講座

【事業実績】

| 年度 I 18 I 19 I 
|消費者教育出前講座参加者数(人)I 1，738 I 1，815 I 
|ご近所ボランティア育成者数(人)I - I 88 I 

0 高齢者の孤独感の解消や日常的な見守り，日常生活支援を行う f，5¥れあいザ
ロンJ.ff5¥れあいネットワークJ.r友愛訪問Jなど地域住民による自主的な活
動が全小学校区で実施されるよう支緩レながら，地域の儀下しだコミュニティ

意識を掘り起こして地域の活性イむを図ります。

まだ，孤立しだ高齢者の把握方法や予防方策についてモデル事業を行うとと

ちに.体制づくりについて綾討をします。

ひとり暮らし高齢者などの孤強感の解消や.寝たきり，認知症の予

防を図るため，公民穏や集会所等で，地鼠のポランティ戸とともにレ

クリ工ーション活動や健康チェックなどを定期的!こ行います。

ふれあいサロン 【事業実績】

年度 16 17 18 19 

実施校区数 122 124 122 132 
実施閏体数 221 237 231 246 
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ふれあい

ネットワーク

高齢者等の支援を要する人が地鼠で安111¥して薯らすこと方向できる

よう.地場のボランティアが日常的な見守りゃ買い物，ゴミ出し等の
生活支援を行います。

【事業実績】

| 年度
| 実施校区数

16 

128 

17 

134 

18 

126 

19 

129 

。災害時には，災害時要援護者台帳に基づき自主防災組織など地減の協力によ
る安否確認や地域住民による救出・救護・避難誘導が円滑に進むよう取り組む

ととちに福祉施設との連携による福祉避難所の設置など，災害時要援護者の生

活支援を行う体制整備を図ります。

さらに，地域で活動するボランティアの育成など，負担が増大レている民生

委員・児童委員を地域においてサポートするとともに共働して活動する人材の

育成を進めます。

地域ネットワークイメージ j 

|地域ネットワーク袋支える人々)

など

55 



第4.高齢者保健裕社総策の総合的な推滋

、司

4.安全・安心な生活.壊の向上 J 
高齢者それぞれの身体状況や家族状況に応じて.適切な住まいを確保するととちに，

住み慣れた地減や家庭において，安全・安Is¥な生活を送弘社会活動ができるよう，

高齢者向け住宅の供給促進や公共施設のバリアフリー佑.人に優しい市民意識の醸成

等生活環療の向上に努めます。

(1 )高齢者居住支援

①現状と課思

高齢者実態調査によると.高齢者全体の約半鍛は現在の住まいにおいて.r老朽
化しているJr手すりがないJr段差がある」など何らかの困つだことを抱えてい
ます。

まだ，民間賃貸住宅において.高齢などを理由に一人暮らし高齢者や高齢夫婦

世宇野が入居を制限される事例が見られます。

高齢者が住み慣れだ家庭や地践で生活を続けるためには.身体機能の倍下に適

切に対応レた居住環境の箆備や居住の安定確保などが重要で，福祉施策と住宅施

策の連携強化による推進が必要となっています。

②施策の方向性と展開

高齢者の自立や介護に配慮した良質な居住環境への支緩や民間賃貸住宅入居の

円滑化，市営住宅の入居者募集における優遇箔置など福祉施策と住宅施策の連携

を図りながら高齢者の居住支援を推進します。

0 建築士や介護福祉士等の専門相談員が住宅政造の相談に応じるととちに.介

護保験対象外の放造については勘成を行います。

また，各区保健福祉センターでの出前相談を実施するなど，住宅改造知識の

普及や制度利用の広報に努めます。

住宅醸造相談

センター

易体機能の値下レ疋高齢者に適するように住宅を改造する揚合，改

造方法や嗣成制度などに蝿する相談や情報の健供を行いますe

住宅改造相談センターにて，専門の相談員〈建築士，介護福祉士，

看護師等〉が栂識に応じます。

【事業実績】

| 年度 I 16 I 17 I 18 I 19 I 
| 棺談件数 1 2.107 1 1.873 I 2.811 1 2.867 I 
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介護保験住窃法修費の給付対象となる工事の一部を綜く住宅改造

!こついて，易体機能の鑑下レた高齢者の自立を促レ.介護者の負担を

軽減するだめ.費用の一部を飴成します。
住宅醸造駒成

【事業実績】

年度 16 17 18 19 

助成件数 211 171 143 125 

身体機能の{tSτした高齢者の自立を促レ，介護者の負担を軽減する

住宅整備資金貸借
ため，住宅改築または改造する資金を貸レ儲けます.

事業
【事業実績】

| 年度末品数(人~ 16 17 18 19 。 。

0 身元引き受けがない等の理由により，賃貸住宅への入居が密難な人や賃貸住

宅での在宅生活に不安を感じている人に苅し，身元引受人の役割を代行するサ

ービスや定期的な見守りなどの支援サービスを提供するとともに，高齢者を受

け入れる住宅を管理する不動産事業者等を対象に登録制度を設け.その情報を

広く市民に広報レ，入居の促進を図ります。

また，行政，公的賃貸住宅の各事業主体.住宅管理会社などの民間賃貸住宅

事業者. NPO等の民間団体等により居住支援協議会を設立レ居住支援策の充

実を図ります。

皐元引き費けがない等の理由!こより.賃貸住宅への入居が困難な人

や賃貸住宅での在宅生活{こ不安を感じている人iこ対し.皐児弓l受人の
役割代行や日常の支援サービス等を提供レます。

①定期的な見守りサービス ②福祉サービスを受ける際の支援

高齢者賃貸住宅入居 ③入選腕時の支援サ}ピス ⑥欝儀の実施.残害家異の片柑け

支援事業 【事業実績】

年度 16 17 18 19 

契約件数
17 20 14 12 
(18) (38) (52) (64) 

( )は，累計契約件数

高齢者を受け入れる住宅を管理する不劃産事業者等を苅象に登録

高齢者受入住宅事業
制度を設け，その情報を広く市民に提供じます.

者登録制度
【事業実繍】

年度 16 17 18 19 

事業者数(社) 15 18 18 18 

57 



第4~駐車E能者保健領後1ll策の総合的な捻進

高齢者向け優良賃貸

住宅

高齢者が安全で安，~して暮らぜる住居を確保するため，民間等が建
設する慢良質貸住宅に対レ，建設費及び家麗の飽成を行うこと!こより

供給の促進を函ります。

【事業実績】

| 年度
| 住宅戸数

(2)人に覆しいまちづくりの推進

①現状と課題

16 

86 

17 

86 

18 

86 

19 

86 

「福岡市福祉のまちづくり条例jに基づき，福祉に配慮しだ施設を整備するよ

う建築主などに指導・蹴言を行うとともに，高齢者等すべての人が安全・安I~に生

活し，社会参加できるよう，自宅から交通機関，街中まで連続レた自由な移動が

確保されるようバリアフリ}環境の整備を縫進する必要があります。

②飽策の方向性と展開

高齢者等すべての人力T安全かつ円滑に地鼠コミュニティに参加すること力fでき

るよう，都市環境のバリアフリー化の推進を留ります。

。高齢者など多くの人が利用する建築物・道路・公園・交通機関の施設などを
新しく整備する場合や己主修等を行う揚合lみ段差のない矯造にするなど， 2をも
1J~安全かつ円滑に利用できる環境整備に努めるとともに，健康づくりの義盤整

備として，快適で歩きやすい歩行空間の整備や，憩いと交流の携としての公園

や広場などの整備を図ります。

また.r高齢者，障審者等の移動等の円滑化の促進に関する法律J(バリアフ
リー新法〉の施行に伴い「福岡市交通バリアフリー基本方針Jを見直すととも

に，悶方針!こ基づいて.鉄道駅や駅周辺の主要施設までの経路のバリアフリー

化を促進レます。
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